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高校生のキャリア形成支援に資する

国語教育のあり方に関する研究

-キャリア教育に求められるコミュニケーション能力の

国語科での育成方法の検討-

林 -*･野村 泰朗**

学校現場においてキャリア教育が注目されている｡若者の生活を取り巻く社会状況が急速に変化していく

中で､キャリア形成支援の理念と同時に国語力の重要性について改めて認識する必要がある｡多様な他者と

の円滑な相互交流と意思疎通を実現するためには､これまで以上の ｢話す ･聞く｣の基礎基本となる音声言

語の運用能力が求められる｡ キャリア形成として､自分の意見をきちんと述べるための論理的思考力を獲得

し､自立した社会人として自己を確立するにあたっても母語である国語の能力が大きく関わっている｡ 本研

究では､高等学校の生徒に対して ｢コミュニケーション能力｣｢人間関係を形成 ･展開する能力｣等の育成

に関して､高校生､教員､企業に対して実施した意識調査の結果から､キャリア教育に対する国語科教育の

立場からの具体的な支援方法を提案する｡

キーワー ド :キャリア教育､国語科教育､

音声言語教育

1 はじめに

1.1社会から求められるコミュニケーション

能力

近年､学校現場にキャリア教育が積極的に導

入されつつある(文部科学省2004)｡意欲を持て

ない青少年に対 して ｢先を見せて自立を促す｣

ための施策である｡｢キャリア教育の推進に関す

る総合的調査研究協力者会議報告｣(2004)によ

れば､キャリアとは ｢個々人が生涯にわたって

遂行する様々な立場や役割の連鎖及びその過程

における自己と働 くこととの関係付けや価値付
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コミュニケー ション能力､言語運用能力､

けの累積｣であ り､キャリア教育は ｢キャリア

概念に基づき児童生徒一人一人のキャリア発達

を支援 し､それぞれにふさわしいキャリアを形

成していくために必要な意欲 ･態度や能力を育

てる教育｣と定義されている｡

現在の学校現場における生徒の自己肯定感の

低さ､集中力や耐性の欠如､学習意欲の低下､

そしてコミュニケーション能力の低下など状況

は非常に深刻である｡ ｢小学校 ･中学校 ･高等学

校キャ リア教育推進の手引 き｣(文部科学省

2006)によると､キャリア教育はそのような現

状を打開するために各学校現場で発達段階に応

じて多様な工夫を施 しながら導入されている｡

一方で､例えば､東証 1部上場企業に対 して

｢新入社員の国語力で改善すべ き点｣ という
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テーマでNHK日本語センター (1993)が実施

した質問紙調査の結果をみると､｢人の話を聞く

姿勢に欠ける｣｢筋道を立てて話せない｣｢的確

に意見を述べられない｣｢要点を簡潔に述べられ

ない｣｢他分野の人に分かるように話せない｣｢他
者との議論が深まらない｣などの問題点が指摘

されてお り､読み書きの領域よりも話す聞くの

領域の抱える問題をより多 く企業は認識してい

るということが伺われる｡

同様に､経団連 (2006)が実施した ｢大学新

卒者採用に関するアンケー ト調査｣の結果 (図

1)でも､企業は大卒者の採用試験に際してコ

ミュニケーション能力を最も重視する傾向が表

れている｡さらに､東京経営者協会 (2005)が

実施した ｢高校新卒者の採用に関するアンケー

ト調査｣の結果 (図2)では､高卒者に対して

は採用試験に際して ｢基本的な生活態度｣が重

視する項目の最上位に来ているが､その次には

｢コミュニケーション能力｣を非常に重視して

採用していることがわかる｡

若い世代においては､ことばを適切に用いて

人間関係を築き維持 してい く ｢コミュニケー

ション能力｣が低下している､と以前から指摘

されてきた｡｢次代を担う自立した青少年の育成

に向けて (答申)｣(中教審2007)によれば､近

年頻発する青少年をめぐっての社会的な諸問題

の根底には､異世代間や同世代間で円滑な人間

関係を築いていくための言語の運用能力､その

中でも特に話す力 ･聞く力が十分に育成されて

いないことが大きくかかわっている可能性があ

ることが指摘されている｡ さらに ｢児童生徒の

問題行動対策プログラム｣(文部科学省2004)に

おいても､話す力･聞く力の不足はコミュニケー

ション不全につなが り多様な トラブルの原因に

もなっている､と指摘されている｡

話す ･聞くときに中心となる音声言語は､文

字言語とは異なり､ことばそのものが持つ意味

(言語情報)以外に､たとえば声の大きさや調

子､表情や視線などの非言語情報が大きな役割

を持つ｡声によって届けられることばは､文字

1.コミュニケ-シ可ニ/1他力

2.チャレンジ精神

:i.他紳性

･I.主体性

5.膿実性

Iっ.責任感

7.ポテンシャル

8.h理性

tl.職 業観 ･批 業者級

10.創造性

71.倍頼性

12.I)-ダーシップ

図 1 大学新卒者採用の重点事項

(｢新卒者採用に関するアンケー ト調査｣
日本経済団体連合会 2006)

1.農本的な生括線度

2.コミ:Lニケ-ション能力

3.脇JI性

･1.職業観･鑑賞蒼韓

5.人柄

6.積極性

7,雷任感

8.嘉礎竿力

9.特別括動

!0.-枚*織

目.学業成績

12.チャレンジ精神

13.専門知A ･技能

図2 高校新卒者採用の重点事項

(｢新卒者の採用に関するアンケー ト調査｣

東京経営者協会 2005)

言語とは違った観点から､時に人を動かし､時

に深 く傷つける｡ さらに､音声言語は､発せら

れた後､消えてなくなるがゆえに､送 り手も受

け手も特別な配慮が必要となる｡ましてや､学

校を卒業し社会に出てからは､気心の知れた友

人との関わりだけでなく､面識のない､立場も

年齢も異なる他者と関わる機会が非常に多 くな

る｡発信することばの中身はもちろん大事だが､

それを声に乗せ相手に向けて適切かつ効果的に

伝えるための､基礎的な知識や技能は不可欠で

ある｡

1.2国語科におけるコミュニケーション能力

に関する指導の現状

国語科における､｢音声言語 (話し言葉･話す

聞く)教育｣は､1900年 (明治33年)の小学校
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令施行規則中の教訓において ｢話し方｣が国語

科の一領域として設定されて以来､現行の学習

指導要領に至るまで､少なくとも制度の上では

国語教育の重要な内容であり続けてきた｡戦後

の早い段階から近年に至るまで､有力な国語教

育学者が次のように音声言語教育の重要性を訴

えてきた歴史がある｡

西尾実は､｢文字の発明 ･発達は､けっして､

話し言葉の不要を告げるものでもなく､また､

話 し言葉の文化の意義を失わせるものではない｡

むしろ､話し言葉が発達し､話 し言葉の文化が

進展することによってのみ､文字言葉とその文

化は､健全な発達を遂げ得る関連におかれてい

るものである｡｣(西尾1947)と主張している｡

また､倉滞栄吉は､｢話しことばは書きことば

に比べて､一段低い地位に置かれていました｡

･--中略--学校教育､社会教育を通じて､話

しことばの持つ人間形成における役割を中心に

すべきです｡人間関係の改善のためにも話しこ

とばの役割はまことに重大です｡｣(倉揮1969)

と､やはり音声言語教育の重要性を説いている｡

しかし､現実の学校現場において国語科の指

導の中で音声言語教育が重視されてきたとは言

い難い｡これまでの国語科教育は文字言語 (書

き言葉 ･読む書 く)の教育が重視され､音声言

語の教育は一部で取 り上げられた時期もあるが

全体的には軽視され現場に浸透するには至って

いない｡

増田 (1994)によれば､国語科の授業が､教

科書教材の読解指導に重点を置きすぎたために､

音声言語の指導は片隅に追いやられてしまい､

あげくの果ては､中間試験や期末試験の範囲を

確保するために､音声言語の指導そのものを

カットしてしまうといった例すらあった､とい

う｡ 現行の学習指導要領高等学校国語科では､

言語運用能力に関連する内容として ｢伝え合う

力｣｢言語感覚｣｢言語文化｣が取 りあげられて

いる｡ とりわけ､生徒の ｢伝え合う力｣を高め

ることが重視されているにも関わらず､音声言

語教育が学校現場に普及しづらい理由には､1)

音声言語の教育を教員自身が受けていないため

指導方法がよくわからないこと､ 2)音声言語

指導の評価方法 ･規準等の設定が容易ではない

こと､ 3)大学人試問題が文字言語能力を重視

した出題内容であること､などが考えられる｡

さらに､児童 ･生徒の生活環境の変化から新た

な課題も生まれている｡それは､携帯電話やパ

ソコン､ゲーム機などの新たなコミュニケー

ションメディアの普及の影響である｡ いわゆる

ICT(InformationandCommunicationTechnology)

には､文字言語中心の技術が多 く､日常生活に

おける音声言語の運用場面がさらに少なくなる

ことで､音声言語教育の必要性はさらに増して

いると考える｡

このように国語科は､他教科の学習活動に最

も影響がある教科として､時間割編成上の要と

なっているだけでなく､社会で求められるコ

ミュニケーション能力の育成も担うことを意識

すると､時間数の少ないなかで､国語科のねら

いを精査 し､効果的かつ効率的な授業展開の工

夫をしていくことが大事である｡

1.3研究の目的

本研究では､青少年の将来の社会的自立への

内発的動機付け及び就職 ･職業選択に資する能

力として､特に ｢話す ･聞く｣といった音声言

語によるコミュニケーション能力に焦点を当て

て､学校教育においてその教育を中心的に担う

国語科教育のあり方について､高校生､教員､

企業に対 して実施した意識調査の結果をもとに､

具体的に､言語運用能力育成の方略､目標設定､

授業設計､指導方法､評価規準等について､今

後の国語科に求められる授業改善の視点を提案

する｡

2 キャリア教育と国語科

2.1従来の進路指導とキャリア教育のちがい

高等学校における従来の進路指導は高等教育

機関への入学試験や企業等への採用試験の合否

J
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だけに焦点が絞られる傾向が強く､その後の将

来を展望する力を育成することには必ずしも成

功 してこなかった｡図3に示すように､これま

でいわゆる ｢出口指導｣に重点が置かれ､生徒

の発達課題の達成を支援する系統的な指導 ･援

助といった意識や観点が希薄であった｡また｢高

等学校におけるキャリア教育の推進に関する調

査研究者会議報告書｣(文部科学省2004)による

と､従来の進路指導には実践を通した指導方法

の蓄積が少なかったりしたことなどから､取 り

組みが全体として脈絡や関連性に乏しく､生徒

の内面の変容や能力 ･態度の向上に十分結びつ

いていかないという課題があった｡

従来の進路指導観を転換するために現在推進

されているキャリア教育は､ニー トやフリー

ターの増加､早期離職率の高さなど若年層の就

労問題に対する方策の一環という側面が強い｡

だが､自己の過去から現在に及ぶ歩みの形成で

あるキャリアは､本来本人の自立への意欲に基

づ くものである｡従来､若者の自立心は本人の

発達段階に伴って自然に育まれるものであり､

社会や学校が支援するものではなかったと考え

られ､現在求められるキャリア形成支援は本来

必要のない教育理念だったと考えられる｡

キャリア教育は､図3の左側に重きを置き､

学校活動全体を通して､児童 ･生徒の発達段階

に応じて体系的に実社会と個人の関わりについ

図3 進路指導からキャリア教育への転換

て理解を深めさせ､勤労観 ･職業観を育成し､

同時に自分の将来の目標やその実現 (キャリア

形成)のための生き方､学ぶことの意義などを

考えさせ､生徒の自立への意欲を高めるための

教育理念である｡ (文部科学省2004)

2.2キャリア教育の本質と ｢話す ･聞く｣力

｢キャリア教育｣という文言が､文科省関連の

審議会報告等で初めて登場したのは､1999年中

教審答申 ｢初等中等教育と高等教育との接続の

改善について｣が最初である｡以来学校現場に

おいてキャリア教育の理念が徐々に導入されて

きた｡しかし具体的には生徒に就業体験をさせ

て実社会に対する理解を深めさせたりする実践

事例などが大部分である｡つまり若年層の就労

問題､いわゆるフリーターやニー トや早期離職

者等の対策という意味合いが濃いものだった｡

しかしキャリア教育の方向性は本来そのような

内容のものではない｡キャリア教育の本質は学

校活動全体を通して生徒の自立への内発的動機

付けを効果的に支援することにある｡

｢児童 ･生徒の職業観 ･勤労観を育む教育の推

進について｣(国立教育政策研究所2002)による

と､生徒の職業的 (進路)発達にかかわる基盤

能力として人間関係形成能力､情報活用能力､

将来設計能力､意思決定能力の4つを挙げてい

る｡

人間関係形成能力は他者の個性を尊重し､自

分の個性を発揮 しながら､様々な人々とコミュ

ニケーションを図り､協力 ･共同してものごと

に取 り組む能力とされている｡また､人間関係

形成能力の基盤として､自己理解を深め､他者

の多様な個性を理解し､互いに認め合うことを

大切にして行動していく ｢自他の理解能力｣と､

多様な集団 ･組織の中で､コミュニケーション

や豊かな人間関係を築きながら自己の成長を果

たしていく ｢コミュニケーション能力｣が挙げ

られている｡

また､職業的 (進路)発達を促すために育成

することが期待される具体的な能力 ･態度とし
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て｢自他の理解能力｣は､① 自己の職業的な能力･

適性を理解 し､それを受け入れて伸ばそうとす

る､②他者の価値観や個性のユニークさを理解

し､それを受け入れる､③互いに支え合い分か

り合える友人を得る､と整理されてお り､｢コ

ミュニケーション能力｣は､(丑自己の思いや意

見を適切に伝え､他者の意志等を的確に理解す

る､②異年齢の人や異性等､多様な他者と､場

に応 じた適切なコミュニケーションを図る､③

リーダー ･フォロア-シップを発揮 して､相手

の能力を引き出しチームワークを高める､④新

しい環境や人間関係を生かす､と整理されてい

る｡

とりわけ人間関係形成能力の土台と位置づけ

られているコミュニケーション能力は､他者 と

｢伝え合い､感 じ合い､わか り合うこと｣であ

り､社会の中で ｢生きる力｣の基礎である｡青

少年のコミュニケーション不全はそれらの技能

の未熟が大きく関与 している｡ そしてキャリア

教育においてコミュニケーション能力の育成は

最も重要なテーマの一つである｡

よって､学校教育の中では､生徒に対する教

科指導にあたっては､教員が授業設計や教材研

究の中で､各教科の単元ごとの学習目標や内容

と現実の多様な職業や生活との関連や見通しを

与えるなど､学ぶことと働 くことの意味と繋が

りを実感させ､将来の自分に必要な教養や技能

はなにかに気づかせて学習意欲を刺激すること

が重要なことはもちろんであるが､同時に ｢コ

ミュニケーション能力｣についても､広 く扱っ

て行くことが求められると考える｡

国語科における言語能力には二つの領域があ

る｡ 音声言語と文字言語である｡ これまでの国

語科教育は ｢読む力 ･書 く力｣の文字言語能力

の育成を重視し ｢話す力 ･聞く力｣の音声言語

能力の育成を軽視 してきた｡そこで本研究では､

高校生が自分自身のキャリア形成のために､将

来を切 り開いてい く能力を育成 していくために､

｢話す ･聞く｣力の育成と ｢書 く･読む｣力の

育成をバランスよく取 り入れた ｢言語運用能力

を強化 してコミュニケーション能力を育成す

る｣という観点で国語科教育のあり方を検討す

る｡

3 国語科で扱うべきコミュニケーション

能力に対する意識の差

3.1高校生と国語科教員の意識の差

2006年10月に､埼玉県立高等学校 4校を対象

に､現役高校生に ｢国語の授業で学習 したい表

現力｣について付録のような質問紙を用いて質

問紙調査 を実施 した (対象者220名 複数回答

可)｡その結果､図4のように､｢敬語｣､｢その

場に応 じた臨機応変な言葉｣､｢人への説明や説

得の仕方｣｢丁寧な言葉遣い｣等が上位であった｡

いずれも他者との関係を構築するためのコミュ

ニケーションスキルであ り､多 くの高校生が他

者とのコミュニケーション形成について関心や

問題意識を持っている可能性が高いことが推察

できる｡ 一万､2007年 5月に､埼玉県立高等学

校国語科教諭に対 して､同一の質問項 目を使い､

｢国語の授業で重視 して育成 したい表現力｣に

ついて質問紙調査を実施 した(対象者27名)｡そ

の結果､図4のように､｢人への説明や説得の仕

方｣｢作文や感想文｣､｢小論文｣｢その場に応 じ

た臨機応変な言葉｣等が上位であった｡高校生

と比較すると､自分の意見や考えを整理 して記

述する ｢作文や感想文｣｢小論文｣が重視されて

0% 20% 40% 60% 801i 1OO%

敬は

その場に応 じた臨 機応蜜な雷義

人への説明や人の挽得の仕方丁寧な青 I遭い
美指を使う養親

字を美しく雷く

自分の気持ちを+ tLに*す こと

受書での 自己アビ- ル面維

挨拶

小 JA文

人の立場 に立 った尭讐

作文 や感 想文

四筆触 指や故事 成帽

歌l司

集しいことば

大和ことば

流行ことば
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おり､教員は､文字言語能力を中心に据え､そ

の中で他者に対する情報発信の必要性や問題意

識を持っている可能性が高いことが推察できる｡

さらに ｢あなたは国語の授業を通じて生徒にど

んなことを身に付けさせたいとお考えですか｣

という問いに対して､｢書き手･話し手の意図の

可能性を多様に挙げることができる｣｢IT機器

等を活用して効果的なプレゼンテーションを実

施できる｣に対する肯定的な回答は約50%で

あった｡前者からは､情報を正確に受信して内

容を的確に把握する能力の養成に対する教員の

意識の低さが浮き彫 りとなり､後者からは情報

機器を利用した表現指導を国語の授業で行うこ

とに対して教師が否定的であることが浮き彫り

となった｡

3.2企業の重視するコミュニケーション能力

1.1でも､高等学校を卒業する生徒に対して

企業は特にコミュニケーション能力を求めてい

ることがいくつかのデータから示されていた｡

また､国語科の学習内容を質問項目に､2007年

7月に埼玉県内企業人事担当者に対して､｢高校

の国語の授業で重視してほしい表現力｣につい

て質問紙調査を実施した (対象者20名)0｢文章

の読解 (文章を正確に読み内容を理解する)｣

｢聞くこと (他者の話を聞く)｣､｢漢字 (漢字の

読み書き)｣等が上位に集中した｡

■ 1ド
l

II

lll

1

l.∴一. .:'12 日6≡.日718 I

ド 一
■ -

l ･-..13

. ､＼13
l

l 20田- rL

l ･.17■-L､_-
I

■18
II

l 日8

0 5 10 15 20

図5 企業が重視する表現力

3.3国語科として再認識すべき学習内容

以上の三者の立場における質問紙調査の結果

から､高校生､教員と比較すると企業は､情報

を読み聞きし､その内容を的確に把握する能力

を重視する傾向があることが推察できる｡ 高校

生は他者とのコミュニケーション形成について

問題意識を抱えているのに対して､教員は情報

発信に関する能力､企業は情報の受信及び理解

に関する能力をそれぞれ重視する傾向があり､

高校生の必要とする表現学習と教員の重視する

表現指導と企業の求める表現力の問には三者と

もに意識のずれがみられる｡コミュニケーショ

ン能力に対する問題意識は企業も高校生自身で

すらも高い｡それに対して学校の教員だけがそ

の意識が低いと言わざるを得ない｡

｢高等学校学習指導要領の解説国語｣(文部科

学省 2001)によれば､｢伝え合 う力｣とは､

｢人と人との関係の中で､互いの立場や考えを

尊重しながら､言語を通して適切に表現したり

的確に理解したりして､円滑に相互伝達､相互

理解を進めていく能力｣のことである｡

国際化､情報化など変化の激しいこれからの

社会では､一人一人が良好な人間関係づくりや

健全な社会づ くりに積極的にかかわろうとする

意欲や態度が特に求められる｡言語の教育の立

場に立つ国語科は ｢伝え合う力｣を高めること

を通して､そのような意欲や態度を育てていこ

うとする立場にある｡生徒の表現と理解の能力

及びそれを基盤とする ｢伝え合う力｣は､小学

校及び中学校を通じて養成してきたところであ

るが､高等学校においては､その能力を一層確

実にし､社会人としての現実のなかで十分活用

できるように育成することが必要である｡

現行の学習指導要領における高校国語の評価

観点を挙げると､関心 ･意欲 ･態度､話す ･聞

く能力､書く能力､読む能力､知識 ･理解の 5

つである｡

また､教科としての国語科の改善の基本方針

を受けて､各学校段階の ｢改善の具体的事項｣

が示されている｡そこでは､各学校段階の冒頭
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に､次のようなねらいが示されている｡(小学校)

日常生活に必要な言語能力の育成､(中学校)社

会生活に必要な言語能力の育成､(高校)社会人

として必要とされる言語能力の育成である｡高

校国語は､特に社会人として必要とされる言語

能力の基礎を育成することを改善の中心に置い

ているのである｡

高等学校国語科が現行学習指導要領へ改訂さ

れた時には､教育課程審議会の答申に従って､

各学校での実際の授業に生かされるよう､次の

ような言語活動例を示している｡

国語総合 :説明､スピーチ､報告､発表､話

合い､討論

国語表現 :スピーチ､発表､討論､報告､案

内､紹介､連絡､表現効果の吟味､表

現活動に対する自己評価､相互評

価

現 代 文 :話合い､発表

古 典 :話合い

古典講読 :発表

これらの言語活動例を活用するに当たっての

留意点としては､以下の項目が整理されてい.る｡

ア.非常に日常的に行われる言語活動であ

ること｡

ィ.｢読む｣｢書 く｣という言語活動より､相

手を強く意識する言語活動であること｡

ウ.｢読む｣｢書 く｣という言語活動より､表

情など非言語要素の果たす役割が大きい

言語活動であること｡

･エ.音声言語であるがゆえにす ぐに消えて

しまい､表現としての適否を確認しづら

いこと｡,

オ.｢話すこと｣｢聞くこと｣が表裏となって

同時に行われる活動であること｡ ~

さらに上記の言語活動支援のための留意点と

して､以下の項目が整理されている｡

1.発言 ･発表を温かく受け入れられる学習

集団を育成すること｡

2.学習目標の焦点化 ･段階化を行うこと｡

1
3.必然性を感じて話したり､闘いたりでき

るテーマ ･場面を設定すること｡

4.その場での指導を重視すること｡

5.自分の考えをもつに至るまでの学習過

程を大切にすること｡

6.日常の授業や他の領域の学習活動との

関連を重視すること｡

7.評価を活用すること｡

国語科の学習において､互いに立場や考えの

違いが存在し､それを認め尊重し合うという前

提の下で､言語の教育としての立場から言葉で

伝え合う能力を育成することは､非常に重要で

ある｡発達段階を考慮 して､高等学校の国語科

への要請は､社会人として必要とされる言語能

力の基礎を確実に育成することが求められてい

る｡ また､国語科の授業は､他教科や他の学習

活動に寄与する言語能力をより適切に育成する

面をも併せ持っている｡

生徒の積極的､主体的な言語活動を促す指導

には､創意工夫が必要とされる｡大学入試や資

格試験など､直接進路にかかわる領域の指導や

学習に膨大な時間を取 られる高校教育では､教

員にも生徒にも時間的な余裕がないのも事実で

ある｡ しかし､筆者は高校生にこそ ｢話し合う

-人と伝え合う｣訓練と機会が必要だと考える｡

感性の豊かな思春期に人と話し合うことによっ

て得られることは多く､そのまま生きる力に結

びつくと考えるからである｡また大学や企業が

面接や小論文などを通して求めようとするのも

｢話し合う力｣つまり ｢伝え合う力｣を身につ

けた人物に他ならない｡現代のように一日中だ

れとも口を利かなくても生きていける､他者と

の会話の機会が減少し､言語能力を訓練する社

会的機能が衰えている今の時代には､学校とい

う集団の中で ｢伝え合う力｣を育てることが大

切である｡ したがって､国語科の言語の教育と

いう重要性はますます高まるであろうし､その

責任を具体的かつ確実に果たすべき時期に来て

いる｡
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4 国語科に求められる ｢聞く･話す｣力の

育成の工夫

図6は埼玉県高等学校国語科教育研究会が実

施した｢社会に出て必要になる国語力は何か?｣
というテーマで高校生に対して実施した質問紙

調査の結果である(埼玉県高国研1999)｡これを

みると ｢書 く力｣や ｢読む力｣よりも､｢話す

力｣｢話し合う力｣｢聞く力｣などの方が実社会

では必要になると考える生徒が相対的に多いと

いうことが伺われる｡図4にある､本研究での

調査結果でも､やはり生徒が重視する項目の上

位には ｢人への説明や人の説得の仕方｣といっ

た話すことに関わる項目が並んでおり､図6の

結果を裏付けするものである｡

これまでの高校国語科の授業は､教師主導型

の講義形式で教材文の読解と語嚢の習得 (知識

注入型)を中心に行われてきた｡それに伴う表

現の領域も使用教材の要旨の整理や要約文､感

想文などの指導に偏ってきた｡そのため企業が

求めているコミュニケーション能力に最も関連

の深い音声言語表現の知識と技能を学習する機

会が生徒には不足している｡

そこで筆者は高等学校においても､発声 ･発

音から対話 ･発表 ･討論､非言語表現スキルに

いたるまで音声言語に関する基礎的な学習を総

合的な学習の時間や選択科目の授業だけでなぐ

基本教科の授業の中にもっと組み込む必要があ

ると考える｡

現行の学習指導要領国語における科目の構成

は､国語表現 Ⅰ (2単位)､国語表現 Ⅱ (2単

位)､国語総合 (4単位)､現代文 (4単位)､古

図6 社会に出て必要になる国語力

輿 (4単位)､古典講読 (2単位)である 必履

修科目は ｢国語表現 I｣または ｢国語総合ja)

いずれかから選択 し履修することになっている

｢国語表現 I｣･｢l~iこI語表現Ⅱ｣は､正に1,Ju(∴

話す活動を積極的に取 り入れた授業を矧3胴 ~;ム

科目であるが､多くの高校の実際のカリキ:I :)

ムでは国語総合や現代文が 1､ 2年次に_FT ･.-..･:.刷
に行われるが､I_-I_7(Ji吾表現は3年次に追いや 吊 l_

ているのが実情である(文部科学省2005ト 二 両

ことから､これからの国語科教育としては､吊

に国語総合や現代文の授業の中で､より桔裾 再

に話す ･聞く活動を取 り入れることが必要た l二

考える.もちろん､国語総合には､ 3領域u)

つとして明確に ｢A 話すこと ･聞くこといハ

領域が設けられ､内容として重視されてい るか､

公表されている複数の高等学校の平成1叫 :･Itl(])

年間指導計画を分析した限りでは､表現に閃弓

る単元は全体の 2-3割程度､表現に関する中

元の中で音声言語表現に関する単元はさ引 二三

の中の 2割程度の扱いでしかない現状であ;5

多くの高校が科目の目標として ｢表現する力上

｢伝え合う力｣をうたっているが､実施されて

いるのは文字言語で表現する能力である ･ノJ

で多くの時間が題材文の読解に割かれており､

話す ･聞く活動を､読解の単元にいかに取 り 入

れていくかが工夫の鍵となると考える｡｣ しかし､

同時に､大学受験への対応など教育現場のニ

ズを無視することもできないため､従来から,刀

学習内容を減らすことなく､また同じ時制類u)

中で目指す授業が実現できる必要がある.

｢これからの時代に求められる国語力に一八 ゝ

て｣(文化審議会2004)によると､今後学校教fll.

において扱うべきLkJ語力は､(D言語を中心 ヒ†

た情報を処理･操作する領域 (中核)､i.ラ 日日Hl,.

の知識｣や ｢教養 ･価値観 ･感性等｣の領域

(基盤)と整理されている｡

上記の能力育成に重点をシフトするための日､

体的な方法として､例えば有元 (2006)は､://こ

のように学習内容を転換 していく必要件があ;:,

と提案している｡

- 116-



1 教科書教材だけを精読する授業から､多

様な資料(文字･画像等)を収集して活用し､課

題を分析 ･整理するプロジェクト型 (情報収

集 ･処理 ･選択 ･活用 ･発倍能力の基礎を育

成し ｢ことばの力｣を考えさせる)の

学習に転換する｡

2 登場人物の心情や内容を主観的に憶測す

る読解の授業から､書かれていることを根拠

にして ｢なぜそう書いたのか｣を､討論を通

して推論し解釈する学習に転換する｡

3 教材を無批判に受け入れて感動させる授

業から､具体的な根拠を挙げて､文章が効果

的かどうか評価 したり批判したりする学習に

転換する｡

4 教材の感想等をもとにして表現させる授

業から､正確に読み取ったことを根拠にして

自分の体験と結び付けて表現させる授業に転

換する｡

上記の波線部が､企業は重視 しているにも関

わらず従来の国語科教育に欠けていた新たな視

点である｡ 正に､国語総合､現代文､古典､古

典講読等の読解中心の授業に対する､PISA型読

解力 ･問題解決能力等の育成を念頭に置いた改

善提案となっており､本研究の方向性とも符合

する｡

本研究は､上記の提案をさらに具体化し､生

徒の音声言語能力の育成を重視する授業-の改

善を提案する｡言語に対する感覚はまさに言語

を使用する中で磨かれていくものである｡高校

生の日常生活において適切な言語表現が磨かれ

る機会は非常に乏しい｡学校においてその機会

を補うべきであり､特に､国語科において意識

的な取 り組みを行うことが喫緊の課題である｡

そこで､本研究では､文字言語教育と比較 し

て､音声言語教育として特に重視するべき特有

の目標として､次の4つが大事であると考え､

これらに基づく､国語科の授業改善の方法を提

案する｡

1 抑揚､強調､間合い

文字言語にはない特性であり､どうした

らより良く相手に伝わるか工夫する技能で

ある｡ これらを目的や状況に応 じて使いこ

なすことができるための考え方と知識の習

得｡

2 不可逆性

文字言語で書かれたものは読み返すこと

が容易であるが､音声言語で表現されたも

のは引き返すことができない｡そのための

適切な文章構成を行うための見方･考え方･

知識 ･技能の習得｡

3 即応性

文字によるコミュニケーションは応答に

一定の時間を要するから比較的返事を書く

のに時間をかけられるが､音声によるコ

ミュニケーションには即時的な応答が求め

られる｡この特性を理解して必要な応答を

的確に判断して表現できるための見方､考

え方､知識､技能の習得｡

4 聞く技術

音声言語の不可逆性や即応性を踏まえて

よりよく聞けるためには､話をただ聞き流

すだけでなく､要点を押さえて記憶しよう

としたり､必要に応じてメモを取るなどの

工夫ができるための見方､考え方や知識､

技能の習得｡

以上の4点にもとづ く､授業改善の方法につ

いて､具体的に以下に例を挙げる｡

【例 1】従来の読解活動への討論活動､会議活

動の融合

先の有元の提案の 2や 3にあるように､従来

は､教師が定説となっている解釈や､教師自身

の主観の混じった解釈を無批判に受け入れさせ

る読解活動が中心であるが､読解において重視

すべきねらいは､｢文章の解釈は常に目的や状

況､立場によって変化する｣ため ｢読み手が主

体的､批判的に再解釈するものである｣という

ことであろう｡そこでは､教師自身も1人の解
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釈者として､生徒と意見を戦わせる存在である

べきであり､生徒にそのことを自覚させるべき

であろう｡

そこで､例えば､従来の､(1)言語事項の指

導⇒ (2)文章構成の把握 (意味段落分け等)

=〉(3)(意味段落等のまとまり毎に)教師によ

る解釈の提示=〉(4)生徒による追認=〉以下(3)

(4)を繰 り返し､といった授業の基本的な流

れを､むしろ､(2)(3)(4)の部分を､(2')

文章構成の把握に先立って､全体を分担して､

抑揚 ･強調 ･間合いを意識した相互評価を取 り

入れた音読を取 り入れる=〉(3')教師の個人的

な意見としての解釈を提示=〉(4')教師の意見

に対する批判的な分析を元に生徒白身の意見を

少人数のグループで討論しまとめた上で発表す

る=〉(5)多様な意見の存在と傾向を全体で共

有する=〉以下 (3')(4り (5)を繰 り返し､と

いった展開へと変形することで､(3')や (5)

において聞く活動が加わり､(4')において話

す活動が加わることになる｡ この中で､(4')

では､グループでの意見をまとめるという作業

をあえてさせることで､討論活動の体験が可能

である｡時間を短縮したい場合には､まとめる

ことはさせず意見を述べ合った後､各自が自分

の意見を再吟味するだけでも､各自の自分の意

見を洗練化しようとする意識を高めさえすれば

話す ･聞く活動は十分行われるであろう｡ さら

に (5)においてクラス全体での意見の多様性

や､その中にあっても多数を占める意見から少

数意見まで傾向を捉えて行 く課程は､会議の形

態で､生徒に議長や書記 (黒板に発言を板書す

るなど)などの役柄を配置して､行わせること

もできるであろう｡最初は教員が脚本を事前設

定して実施し､慣れてきたら生徒に自主的に行

わせるようにすることで､｢ルールとマナーを遵

守して集団の中で堂々と発言する｣｢批判的思考

力を持って他者の意見を聞く｣といった話す ･

聞く活動だけでなく ｢状況や立場によって解釈

が違ってくることを知り､多くの問題が複数の

答えを持っていることを知る｣｢合意形成への過

程を知り､多くの問題の解決が複数の意見の間

の トレー ドオフによって決まることを知る｣こ

とにもつながるであろう｡

つまり､従来の定説を分からせるために指導

に費やす時間を､定説も1つの意見に過ぎない

として生徒に提示することで､指導する時間を

むしろ､各自が主体的､批判的に解釈をする時

間に充てることができ､仮に結果として最初の

定説を選んだとしても､より納得の行 く形で受

け止めることにつながると思われる｡さらには､

従来触れていなかった､後者の 2つは､正に､

国語科における読解や表現における重要な見方

考え方であり､より国語科の本質に迫る授業と

なると考える｡

このように国語科における教科の本質を見極l

め､活動を精選することによって､話す ･聞く

活動を組み込む時間的余裕を生み出すことが可

能であると考える｡

【例 2】紙媒体の文献 ･資料等を利用したプレ

ゼン活動の融合

さらに､(4')や (5)の中に､プレゼンテー

ション活動を融合することで､話す ･細く活動

をより充実させることが可能であろう｡当然､

(4')や (5')にかける時間数が増えることか

ら､まず､(1')難解な語句の読み方と意味は

プリントにまとめて初回の授業時に配布し各自

が適宜参照する､などの工夫をすることで時間

確保ができる. その上で､(4日)グループで討

論する際に､より自分の意見を説得的に伝える

ために必要な資料 ･文献を当該学校図書館で調

べ､画像等をスキャナー等でPCに取 り込んで

スライドを作成したり､紙の資料を貼 り付けて

ポスターにまとめたりして議論を深めグループ

での意見をまとめる=〉(5')各グループが発表

する際も､さまざまな手段を駆使 してより説得

的なプレゼンテーションを行い共有する､と

いった展開へと変形することで､話す活動のよ

さを吟味し､話す活動の質を高めることにつな

がると考える｡

- 118-



【例 3】多様な意見を知るインタビュー活動の

融合

話す活動だけでなく聞く活動 も工夫できる｡

例えば､(3')では教師の意見表明､(4")で

はグループのメンバーの発言 ･プレゼンテー

ション､(5')ではクラス全体でのプレゼンテー

ションにおいて､聞き手は､教師にi.る音声言

語の特性である不可逆性について指導を受ける

ことで､要点を整理 しながら記憶 しておくこと

の重要性やメモを取ることの重要性に気付かせ

ることができるであろう｡ また､討論活動や会

議活動においては､音声言語による質疑応答の

特性である即応性が求められるため､質問の意

図を的確に捉えることの重要性にも気付かせる

ことができるであろう｡より積極的に必要な情

報を得ようとすれば､インタビュー活動を取 り

入れることができる｡例えば､(3')において､

教師の意見だけでなく､例えば書き手の意図を

より正確に捉えようとすれば､作者に直接尋ね

てみたいと思うであろうが､作者が生きている

題材文を選ぶことで､実際にインタビューを行

う活動を組み込めるであろう｡ それ以外にも､

題材文の作者を対象に研究する研究者､評論家

へのインタビューなども (4")を活性化させる

上で役立つという考えから､生徒が主体的に発

想することを促したい｡また､もっと単純に教

師に意見を語らせるのではなく､生徒からのイ

ンタビューによって､教師の意見を引き出し

(4")につなげることもできるであろう｡

従来から､国語表現の科 目では､｢音読 ･朗

読｣｢スピーチ｣｢プレゼンテーション｣｢インタ

ビュー｣｢討論 ･ディベー ト･パネルディスカッ

ション｣｢非言語コミュニケーション｣などの活

動を用いた､多様な実践の工夫が考えられてき

たが､国語総合や現代文の科目の中で効果的に

話す･聞く活動を組み込んで行 くためには､｢プ

レゼンテーションをさせる｣といった活動をす

ること自体を目的化することなく､まずは教員

が国語の授業の中で､生徒の ｢話す技術｣｢聞く

技術｣の能力を育成するために目指すべき目標

や指導の意図を明確にし､適切にそれらの活動

を授業の中に組み入れることを意識することが

大切である｡ そして文字言語能力の育成を重視

してきた国語科教育の偏 りの部分を修正し､文

字言語と音声言語の指導をバランス良く行うこ

とを提案する｡

また今後は臨床心理学の知見を取 り入れ､生

徒に対人関係の技能を効果的に習得させること

も検討すべきである｡ 具体的にはグループエン

カウンター､アサーション､ピアサポー トなど

のカウンセリングスキルの技法を使って生徒に

自己及び他者理解や自己開示や穏やかな自己主

張の仕方などを習得 させた り､コミュニケー

ション及び非言語コミュニケーション技能の訓

練としてソーシャルスキルの トレーニング方法

を取 り入れるのもひとつの有効なキャリア形成

支援となるであろう｡

5 今後の課題

今後のキャリア教育は､生徒の自立への内発

的動機付けが最も大きな課題である｡そのため

には､生徒の日常生活に密着した音声言語を用

いたコミュニケーションを､キャリア形成支援

の理念のもとで取 り扱うことが大事であろう｡

次期学習指導要領では､学校のすべての教育

内容に必要な基本的な考え方として｢言葉の力｣

を据えることが発表された｡｢言葉の力｣は ｢確

かな学力を形成するための基盤｡他者を理解し､

自分を表現し､社会と対話するための手段で､

知的活動や感性･情緒の基盤となる｣(文部科学

省2006)と位置づけられている｡ 国語科教育が

｢言葉の学習｣を中核 とするからには､生徒の

コミュニケーション能力育成という社会の要請

に応える指導内容を積極的に提示していかなけ

ればならない｡

本研究は､今後まず 4章で提案した音声言語

教育に特有とした4つの学習目標について､文

字言語教育との共通点､相違点をより明確にす
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る中で､ よ り詳細 な内容項 目へ と精微化する必

要がある｡ さらに､国語総合や現代文 において

従来に くらべ て､文字言語教育 と音声言語教育

のバ ラ ンスの よ り取れたコ ミュニケ- キ ヨン能

力育成 を 目指す国語科の授業設計の方法 につい

て検討す る必要がある｡ そ して､この ような新

しい国語科教育のあ り方の提案 を通 して､高等

学校 における音声言語教育の指導のあ り方 を中

心 に した新 たな視点での生徒のキャリア形成の

支援方法の提案 に結 びつけたい｡
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1.国語科教員に行った質問紙調査で用いた質問紙

(高校生向けの質問紙 と付録 1の質問項 目は同じ

であ り図 4で対応づけて分析 している)

2.企業の人事担当者に行った質問紙調査で用いた

質問紙

(2007年9月28日提出)

(2007年10月19日受理)
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(2)今後の教育課程の中で国籍科の必要性はますます高くなぞ ロ [コ □ ロ □

(3)国籍表現の教材研究に苦労している ロ □ 口 □ □

(4)国許表現の評価方法を模索している ロ □ 口 □ □

(5)高校において美希科よりも国籍科での教育が大事である □ □ ロ □ □

(6)今の高校生に育成するべきコミュニケ ー ション能 力 とはどんなことだと思いますか ?
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質問紙調査 のお願い
○本 日は本校-のご訪問たい-んありがとうございます｡

今後の進路指導のために以下の質問に対する回答をご記入いただけましたら誠に幸甚でございます｡

1 次の事柄について､あなたはどのようにお考えです
そ
う
田り二♪
う

え どぱち
そら
うか
恩と

うい

分

か
ら
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い

ばど
そち
うら
恩か
わ と
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(1)新入社員の言語教育(挨拶.言葉遣い等)には苦労している □ □ □ 口 □

(2)学校でもつと基本的マナーや敬語を教えるべきである □ □ 口 □ □

(3)高校において国語科での教育内容が最も大事である 口 □ □ □ □

(4)もつと漢字や文章を書く力を身につけさせるべきである □ □ 口 □ 口

(5)学校でコミュニケーション能力を育成する必要がある 口 □ ロ □ □口

口口 □口口

3.あなたの考えるコミュニケーション能力とはどのようなことでしょうか?
(社会の現場で必要なコミュニケーション能力とは)

*本日はご多忙の折､アンケートにご協力いただき､たい-んありがとうございました｡

皆様の貴重なご意見を今後の生徒-の指導の参考にさせていただきます｡

(平成19年度 埼玉県立大宮工業高校進路指導室)

付線 2 質問紙調査用紙 (埼玉県立大宮工業高等学校進路指導室にて実施 平成19年 7月)
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Study on the principle and the method of

national language education

that helps career education in senior high school

- Proposal of the objectives and methods of
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related to career education in national language class -
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Abstract

Recently career education is focused in school education. For adopting the quick chan¥e of

social circumstances that surround the young person's life, needs of communication ability and

importance of national language education are both growing. Furthermore, recently, there are

much more needs of speaking and hearing ability and spoken language performance. To develop

own career, also important to learn logical thinking and communication ability.

This paper shows new principle and methods of national language education in national

language class in senior high school which contribute developing students career.
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